
 

                                

 

令和４年度 学校経営報告 
 
Ⅰ 今年度の教育活動の取組の結果と自己評価（○）と来年度に向けた課題と対応策（●） 
Ⅱ 今年度重点目標の学校経営計画における数値目標と今年度の達成状況（表） 

 

１ 学習指導の充実 

(1) 基礎学力の確実に身に付けさせる指導を徹底する。 

○ 習熟度別授業や少人数編成授業については、計画どおり実施した。朝学習は、全学年を対象

に継続して実施した。試験前を中心に、各教科が補習講座等を開き、生徒の学力定着に努めた。 

○ 大学進学を希望する生徒が増加しているため、令和６年度入学生より英語「論理・表現Ⅲ」

を３年次に履修できるようカリキュラムの修正を行った。 

● 朝学習について、Classiの活用や基礎力診断テストとの連携を進めることで、より一層、基

礎学力の定着を図る。 

(2) 日本語指導の充実し、在京外国人生徒の学習活動や学校生活を支援する。 

○ 在京外国人生徒向けの日本語指導の充実については、教員向け研修を 10 月に１回実施し、

教員の指導力向上を図った。また、取り出し授業などきめ細かい日本語指導の充実の結果、日

本語能力試験（ＪＬＰＴ）のＮ１に４名、Ｎ２に１３名、Ｎ３に４名の合格者を出した。 

● 在京外個人生徒向けの日本語指導については、今年度は特別な教育課程の申請ができなかっ

た。次年度の申請に向けて準備を進めていく必要がある。 

(3) 新学習指導要領への対応を確実に行う。 

○ ユニバーサルデザインについては、教室掲示を整理した。 

○ 観点別評価については、各教科で基準を作成して実施することができた。 

● 観点別評価について、今年度の実施状況から課題の洗い出しを行い、来年度の改善につなげ

ていく必要がある。 

● 探究活動への取組を組織的に支援する体制ができなかった。予算面も含め、探究活動が活発

になるよう組織的な体制を整備していく必要がある。 

● ＩＣＴ機器の活用は定着しつつあるが、一人１台端末については、一部の授業でしか活用で

きていない。一人１台端末活用の推進が課題である。 

(4) 組織的な授業研究を行い、授業改善の取組を推進する。 

○ 「学びの基盤」プロジェクト研究協力校、若手教員研修や年次研修における研究授業は年間

２８回、研究協議会を６回実施した。他の教員の授業見学については９５％の教員が実施した。

ほぼすべての教員が、授業に対する工夫や改善が行っており、全体として授業力が向上してい

ると感じている。組織的な授業研究の取組ができた。 

● 次年度は、学びの基盤プロジェクト事業の最終年であるため、今年度の取組をさらに発展さ

せるとともに、事業終了後の授業研究の在り方について検討を進める必要がある。 

(5) 社会で必要とされる力を身に付けさせる学習を推進する。 

○ １年生対象の「人間と社会」については、「かつしかＲＵＮフェスタ」のボランティア活動

に参加して、地域の皆様から好評を得た。 

○ がん教育、デートＤＶ防止、薬物乱用防止、交通安全教室、認知症理解、模擬裁判、年金セ

ミナーなど、外部との連携による教育活動を実施した。 

● 今後も外部連携を積極的に取り入れて、生徒がより広い視野から学習活動に取り組めるよう

支援していく必要がある。 



 

項    目 項目 ４年度実績 

(1) 全員進級、全員卒業（進級率100％、卒業率100％）を目指

す。 
進級率 
卒業率 

９６.３％ 
９９.１％ 

(2) 研究授業及び研究協議会を年間10回以上実施する。 
研究授業 

研究協議会 
２８回 
６回 

(3) 全教員が、他の教員の授業見学を年２回以上行う。 授業見学率 ９５％ 

(4) 学校評価アンケートで「本校の授業は全体を通じてわかり

やすく工夫されている」とする生徒の割合を90％以上とする。 

生徒 
保護者 
教員 

８７.５％ 
８２.２％ 
１００％ 

２ 進路指導 

(1) 高い志をはぐくみ、目標に向かって努力する生徒を支援する進路指導を推進する。 

○ 進路指導部及び学級担任は、生徒一人一人の進路希望を実現するために、最大限の努力をし

ている。特に３学年は、コロナ対策のため１・２年時の取組を十分にできない部分があったが、

粘り強く指導、支援を行い、進路決定率９３.３％を達成した。 

● 特に課題のある生徒や支援が必要な生徒については、進路指導部と学年の連携、スクールカ

ウンセラーやユースソーシャルワーカーとの連携をより緊密に行うことで、生徒の進路選択を

より良く支援できる組織体制をつくることができる。 

 (2) ３年間を見通したキャリア教育体制をより一層充実する。 

○ 望ましい勤労観、職業観の育成については、キャリア教育年間計画に基づいて、ほぼ計画と

おりに実施することができた。 

○ １学年は、進路講話、職業別ガイダンス、分野別説明会、各種模擬試験等の進路行事を実施

した。２学年は、上級学校・職場訪問、進路講演会、個別進路面接や志望理由書作成指導、各

種模擬試験等の進路行事を実施した。３学年は、就職希望者や進学希望者に対する模擬面接指

導を大学、専門学校、ハローワーク等と連携して実施した。 

○ 進路情報の提供については、本校独自の進路指導資料「進路の手引き」を刊行し、進路意識

を高める指導を行った。 

● 大学進学希望者が増加している中で、大学進学に向けたキャリア教育をどのように行ってい

くか、日程や方法、内容等について再検討する必要がある。 

(3) 大学進学、看護系専門学校、公務員就職等を希望する生徒への支援体制を強化する。 

○ 大学へ進学した者は、７４名であった。うち６４名は、指定校推薦、一般・公募推薦、総合

型選抜（ＡＯ入試）、スポーツ推薦等の推薦による進学であった。学力試験による大学受験を

した者は２５名でおり、うち１０名が大学進学を決めている。 

〇 就職した生徒は、１２名であった。うち１名が公務員となった。 

○ 在京担当教員を進路指導部に配置し、志望校選定、出願指導等においてきめ細かい指導を行

った。在京外国人生徒支援委員会を中心に、学年担任と進路指導部が連携して進路指導の充実

を図った。 

● 大学進学希望者が増加している中で、進学希望者への支援は、一部の献身的な教員の活動に

とどまり、組織として支援する体制をつくることができなかった。次年度は、大学進学希望者

に対する組織的な支援体制を構築していくことが課題である。 

項    目 項目 ４年度実績 

(1) 卒業時の進路決定率を90％以上とする。 進路決定率 ９３.３％ 



 

(2) 学校評価アンケートで「進路学習や進路指導が進路選択の参

考になった」とする生徒の割合を90％以上とする。 

生徒 

保護者 

教員 

８９.０％ 

８６.６％ 

８２.５％ 

(3) ４月当初に大学・短大へ進学を希望する生徒の大学・短大へ

の進学率を100％とする。 

４年制大学進学者 

一般受検者 

受験準備者 

７４人 

２５人 

１０人 

３ 生活指導 

(1) 組織的な生活指導を推進する。 

○ いじめや暴力等を断固許さない指導の徹底については、いじめに関するアンケート調査を年

間３回実施し、必要に応じて面談を行って早期発見に努めた。 

○ 問題行動に対する特別指導については、１６件２８名であった。コロナ前の水準とほぼ同じ

となった。 

○ 頭ごなしに叱る指導を止め、理解して納得させる指導を行う取組を進め、ほぼ定着してきた。 

● 指導に従わない生徒に対して、生徒を支援する視点から、個に応じた指導目標を組織的に設

定し、生徒の状況に応じた支援・指導を行うことが大切である。 

(2) 新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を徹底する。 

○ ガイドラインに則り、感染拡大防止対策を徹底した。年間の感染者数は、２３４名であった。 

● 次年度当初は、マスクの着用が個人判断となることへの対応が必要となる。また、引き続き、

ガイドラインに則り、健康チェック、手洗い、消毒、換気などの基礎的感染症対策を徹底して

く必要がある。 

(3) 規則正しく、安全安心な学校生活を送るための指導を推進する。 

○ 年間の延べ遅刻数は、１１,４２６回（一人平均１７回）であった。前年度の７,３２４回か

ら大きく増加している。遅刻指導は、日常のホームルーム担任による指導を基礎として、学年

と生徒指導部が連携して粘り強い指導を行った。また、スクールカウンセラーの面談を活用し、

睡眠指導を行った生徒に改善が見られた。 

● 引き続き組織的、計画的に遅刻指導を行っていく必要がある。 

(4) 危険を予測し、回避するための指導を徹底する。 

   ○ 安全教育は、関係機関と連携し、学年別に交通安全教室を実施した。また、１年生対象に携

帯電話の利用に関するセーフティ教室を実施した。 

○ 交通安全指導は、運転マナーについて学年集会等による指導を繰り返し行った。 

● 次年度も、積極的に警察署や消防署等の関係諸機関と連携する。訓練や講話を組織的、計画

的に実施できるよう準備を進める。 

(5) 生徒の心を育てるための指導や支援を充実する。 

○ 毎朝の校門での挨拶運動を、年間を通じて行った。また、授業開始時と終了時の挨拶につい

ては、各教科担当の指導の徹底により、ほぼすべての授業において励行され、授業規律の確立

と学習に集中する姿勢を育むことができた。 

○ 面談については、担任による年間５回の面談週間の実施やスクールカウンセラー(ＳＣ)及び

ユースソーシャルワーカー(ＹＳＷ)の活用により、カウンセリング体制の充実を図ることがで

きた。 

○ ＳＣとＹＳＷを活用した支援体制検証事業の協力校として、ＳＣが週２日配置となった。Ｓ

Ｃへの相談件数が増加し、ＳＣとＹＳＷの連携により生徒への支援を円滑に行った事例が見ら

れた。 

● 次年度も、ＳＣとＹＳＷを活用した支援体制検証事業の協力校として、ＳＣが週２日配置と

なる。また、特別支援心理士派遣事業により月２回程度、特別支援心理士の派遣を受けること



 

ができる。これらの専門家を活用して、個に応じた生徒支援をより一層推進していくことがで

きる。 

(6) 医療的ケアが必要な生徒を支援する校内体制をより一層推進する。 

○ 医療的ケアが必要な生徒２名を、無事、卒業させることができた。 

● 次年度、医療的ケアが必要な生徒の入学はないが、支援が必要な生徒に対して必要な支援を

組織的に行う体制は維持していく必要がある。 

 項    目 項目 ４年度実績 

(1) 学校評価アンケートで「教員は相談に親身に対応している」

とする生徒の割合を90％以上とする。 

生徒 
保護者 
教員 

９２.７％ 
９０.７％ 
９５.０％ 

(2) 学校評価アンケートで「時間を守ることに積極的に取り組め

ている」に否定的な回答をする生徒の割合を10％以下とする。 

生徒 
保護者 
教員 

１１.４％ 
１３.７％ 
１０.０％ 

(3) 学校評価アンケートで「身だしなみに関するルールを守って

いる」とする生徒の割合を90％以上とする。 

生徒 
保護者 
教員 

９１.５％ 
７８.９％ 
９０.０％ 

(4) 生徒の遅刻総数4500以下を目指す。 
遅刻総数 

一人当たり 
１１,４２６回 

１７.０回 

４ 特別活動、部活動、その他 

(1) 全校集会、学年集会において、整列や話を聞く態度についての指導を徹底する。 

(2) 体育祭、文化祭(南葛祭)等の学校行事を充実させる。 

○ 特別活動は、学校全体での体育祭や文化祭を３年ぶりに実施することができた。感染対策を

徹底しながらの開催ではあったが、生徒の創意と工夫により、学校が一つになる充実した行事

となった。 

(3) 生徒会活動を活性化し、生徒の意見を代表し、課題解決に向けて活動するよう指導する。 

○ 生徒会活動は、生徒の要望を集約や三年生を送る会の運営等、自主的な運営を進めた。 

(4) ホームルーム活動、委員会活動を活性化し、身の回りの課題を生徒自身の力で解決する態度を養 

う。 

○ ホームルーム活動は、年間計画を立て計画的に行うことができた。 

○ 委員会活動は、例年通り行っていたが、活動が明確でない委員会もあった。前後期の委員の

入れ替えに伴い、活動が停滞する委員会があった。 

● 委員会活動については、年間計画を作成し、目標を明確して活動する必要がある。行事的活

動を核に企画運営の準備を生徒に考えさせ、自主的運営ができるよう支援したい。 

 (5) 部活動を推進し、目標に向かって努力する心をはぐくむ。 

○ 部活動加入率は５４.０％であった。 

●コロナ対策の影響から、部活動加入率が低下している。部活動の活性化が課題である。 

(6) 部活動、委員会活動、ホームルーム活動を通じたボランティアや地域貢献を推進する。 

○ 地域と連携したボランティア活動は、年度の後半に実施することができた。板橋区赤羽ロー

ドレース補助員(生徒会)、葛飾ランフェスタ運営補助員(１学年)としてボランティア参加し、

好評を得た。 

● 次年度は、地域ボランティア活動への参加を積極的に進め、生徒の自己有用感、自己肯定感

をより一層高めていきたい。 

(7) 心身の健康づくり 

○ 保健室の利用状況については、利用延べ生徒数が約７５３名と対前年度(９５３名)比約２



 

０％の減少となった。 

○ 保健健康教育は、保健体育科の授業や部活動等において体力の向上を図るとともに、デート

ＤＶ防止教室、がん教育、薬物乱用防止教室を実施した。 

○ 今年度は、退学６名、転学１４名であった。原級留め置きは３名であり、うち１名が転学し

た。様々な理由から登校が困難となる例が多かった。欠席数の超過については、コロナ禍であ

ることから一定の配慮を行って支援した。また、ＳＣやＹＳＷと連携した相談による支援も実

施した。 

● 次年度は、不登校の未然防止や不登校生徒への支援を組織的行うことが課題である。特別支

援委員会を中心に、ＳＣやＹＳＷとの連携のもとに、必要に応じて外部連携も進めながら、必

要な支援を行っていく。 

項    目 項目 ４年度実績 

(1) 生徒の部活動加入率65％以上を達成する。 加入率 ５４.０％ 

(2) 学校評価アンケートで「学校生活が楽しく充実している」と
する生徒の割合を90％以上とする。 

生徒 
保護者 
教員 

９３.２％ 
９１.５％ 
６２.５％ 

(3) 学校評価アンケートで「今年度の体育祭が満足できた」とす
る生徒の割合を85％以上とする。 

生徒 
保護者 
教員 

９０.７％ 
７７.８％ 
９７.５％ 

(4) 学校評価アンケートで「今年度の南葛祭が満足できた」とす
る生徒の割合を85％以上とする。 

生徒 
保護者 
教員 

８８.６％ 
７６.１％ 
９５.０％ 

(5) 学校評価アンケートで「本校での生徒会活動は充実してい
る」とする生徒の割合を80％以上とする。 

生徒 
保護者 
教員 

８０.８％ 
７６.９％ 
６７.５％ 

５ 学校運営 

(1) 校内の整理整頓を徹底して行い、学習環境、執務環境の美化、整備を進める。 

○ 安全衛生委員会を中心に、更衣室の湿気やロッカーの充足、夏場の蚊の駆除など、適宜、職

場環境の改善に取り組んだ。 

○ ５Ｓ運動を呼びかけ整理・整頓を行ったが、不要物を撤去しきれていない。 

● 不要物の廃棄を計画的に進めていく必要がある。また、什器類については、中長期計画を作

成し、計画的な更新を進めていく。 

 (2) 組織的、自律的な学校運営を推進する。 

○ 企画調整会議を年間３２回実施して、組織的な学校運営を行った。 

○ 学校運営の成果と課題の把握について、学校運営連絡協議会の協議委員による学校評価や教

員、生徒、保護者等による学校評価等における意見を集計分析し、学校運営の改善に資するこ

とができた。 

(3) 経営企画室の学校経営への参画を推進する。 

○ 自律経営予算については、それぞれの分掌、学年、教科、委員会等が、年間計画に基づき一

年間の必要な物品等をすべて申請して編成することとし、これまで行っていた校内補正予算を

廃止した。これにより、学校経営計画に基づく校長の経営判断による予算執行が容易となり、

学校運営の機動性が高まった。 

(4) 服務事故防止研修を実施し、服務事故の防止と体罰の根絶に努める。 

 ○ 年間３回の服務事故防止研修を実施し、服務事故と体罰の根絶を目指したが、残念ながら、



 

個人情報の一時紛失事故１件が起きてしまった。 

   ● 服務事故防止研修や体罰根絶の取組を継続して行うとともに、再発防止についての取組を、

年間をとおして繰り返し実施していく。 

(5) 授業公開、保護者会、学校行事等の公開を通じて、開かれた学校運営を推進する。 

   ○ 年間２回の授業公開、全学年合計で年間５回の保護者会等を実施して、開かれた学校運営を

推進した。学校行事については、コロナ感染対策から保護者や地域への公開はできなかった。 

(6) 大規模災害への備えや防災対策について、組織的な体制を整備する。 

○ 防災教育は、新型コロナウイルス感染防止対策を徹底した上で４回実施した。消防署と連携

して、起震車体験や初期消火訓練を含めた防災避難訓練を実施できた。 

● 次年度も、積極的に警察署や消防署等の関係諸機関と連携する。訓練や教室を組織的、計画

的に実施できるよう準備を進める。 

(7) ライフワークバランスを推進する。勤務時間外在校時間の短縮に努め計画的な休暇の取得を促す。 

○ 職員の在校時間の管理を適正に行い、長時間勤務の是正に努めた。 

○ 教員の年休取得日数は一人平均１７.６日、夏休の取得率は９２.９％であった。経営企画室

の年休取得日数は一人平均８.４日、夏休取得率は１００％であった。 

(8) 生徒募集・広報活動に組織的、計画的に取り組む。 

○ 生徒募集は、学校説明会３回、個別相談会２回、学校見学会２６回（夏季休業中１８回、９

月３回、1 月２回、３月３回）を実施した。また、外部説明会に５回参加した。本校に直接来

校した中学生と保護者は、前年度比約６％減の計１,８１０名であった。また、近隣学習塾訪

問を実施した。 

○ 例年に加え、生徒募集チラシの作成（１０月）と中学校への配布（１０月）及び新聞折り込

み広告での配布（１１月）を行った。学校周辺の駅でのポスター掲示、広報スタンドを活用し

た学校案内の配布（１２月）も行った。また、推薦に基づく選抜終了後、ホームページへ誘導

するチラシの作成と周辺区の中学校への配布（１月）、学力前期選抜終了後、再度、ホームペ

ージへ誘導するチラシの作成と周辺区の中学校への配布（２月）を行った。これらの活動によ

り、定員を満たす生徒数を確保できた。 

● 周辺区の中学校卒業生数の減少、授業料無償化による私学志向、広域通信制への進学者増等

の影響により、少ない生徒を奪い合う状況が続いている。生徒にとって魅力のある学校づくり

を推進するとともに、広報活動をより一層充実させていく必要がある。 

項    目 項目 ４年度実績 

(1) 推薦4.00倍以上、学力前期1.40倍以上を目標とする。 
推薦 
前期 
後期 

２.６２倍 
１.１２倍 
２.００倍 

(2) 学校公開、学校説明会、個別相談会、学校見学会での来校中
学生の実数600名以上、のべ1000名以上を目指す。 

中学生数 
のべ人数 

８３３人 
１,８１０人 

(3) 全教員平均で夏休取得率100％、年休取得15日以上を目指
す。 

夏休 
年休 

９２.９％ 
１７.５日 

 


